
 

       

第三者モニタリング最終報告書

FINAL TPM REPORT 

2025 年 5 月 

ジャパン・プラットフォーム助成によるアクセプト・インターナショナル

を実施機関としたイエメン共和国マアリブ県における二つの生活

改善プロジェクト:第三者によるリアルタイムモニタリング 

助成団体: 実施団体: モニタリング機関: 



 
 ii TPM of JPF-ACCEPT Projects in Marib, Yemen 

Final Report – May 2025 

モニタリング対象事業概要 

第三者モニタリング業

務委託先 
在イエメンコンサルタント会社「MEAL Center (MC)」 

業務委託元 ジャパン・プラットフォーム (JPF)  

モニタリング対象事業

実施団体 
アクセプト・インターナショナル（ACCEPT） 

モニタリング対象事業 

モニタリング対象事業 1 

事業名: 
イエメン共和国マアリブ県において避難が⾧期化している脆弱世帯 への複合的

生活改善支援 

実施期間: 2024 年 3 月 31 日～2025 年 2 月 28 日 

事業地: イエメン共和国マアリブ県 

総事業費: 4,309,940 円 

裨益世帯数: 国内避難民（IDPs）キャンプに住む 70 世帯 (636 人) 

目指したアウトカム:  

マアリブ市の IDPs キャンプ・居住区において、特に脆弱な世帯が食糧や物資、

生計を立てていくための知識や対処法などを習得し、負の対処メカニズムに陥るこ

となく、当面の生命・生活を維持することができている 

モニタリング対象事業 2 

事業名: 
イエメン共和国マアリブ県において避難が⾧期化している脆弱世帯 への複合的

生活改善支援 

実施期間: 2024 年 3 月 31 日～2025 年５月 31 日 

事業地: イエメン共和国マアリブ県 

総事業費: 20,000,000 円 

裨益世帯数: 国内避難民（IDPs）キャンプに住む 195 世帯 (1,682 人) 

目指したアウトカム:  

紛争の前線地域であるマアリブ県の IDPs キャンプに住まう、⾧期化する避難生

活の中で特に脆弱な状況に置かれる世帯が、生活を成り立たせるためのキャパシ

ティが向上し、食糧・物資へアクセスできることで負の対処メカニズムに陥らずに生

命・生活を維持できている 

第三者モニタリング

（TPM）実施目的

と概要 

アウトカム:イエメン人道危機対応支援プログラム下において実施されている個別事業のモニタリング・評

価活動を通じて、支援の改善とアカウンタビリティを担保する。 

アウトプット:①現地情報収集と収集結果の三者オンラインレビュー、②事業の自立発展性に資する教

訓の抽出と提言の作成、③三者による意見交換、④WG での共有 

事業概要:本事業では、同プログラム下で特定非営利活動法人アクセプト・インターナショナル

（ACCEPT）がイエメンにて実施中の上記 2 事業について、現地第 3 者モニタリング業者に委託した現

地訪問による観察や、裨益者へのグループあるいは単独インタビュー、分野専門家による助言の全てある

いは一部を通じて、1）実質的リアルタイムモニタリングを JPF 主導にて実施する。抽出された改善点は、

ACCEPT と協働して、実施中の上記２事業に直ぐに反映していく伴奏型のモニタリングとする。並行し

て、2）人道支援と開発の連携（NEXUS）に資するような自立発展性に係る教訓も抽出しつつ、イエ

メンの文脈を踏まえて将来の変革を目指した提言を形成する。1）の結果はリアルタイムで ACCEPT へ

速やかに共有し、2）の結果も併せた本リアルタイムモニタリングの総括を、イエメン人道危機対応支援ワ

ーキンググループへも共有することで、邦人がアクセスできず恒常的な紛争が続くイエメンで緊急人道支援

の共通した学びに資する。 
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第三者モニタリング

（TPM）手法/手

順 

a) 事業関連文書のデスクレビュー 

b) 事業地へのモニタリング訪問  

c) 事業内容の視察/観察 

d) 直接的裨益活動のインパクト分析 

e) 裨益者や事業関係者への聞き取り 

f) 視察/観察結果、分析結果の月例共有 

g) 事業実施者、JPF事務局からのフィードバック 

h) 事業実施者によるモニタリング結果の反映、改善 

i) b)～h)の繰り返し 

j) 最終報告書への取りまとめ 

Table 1: TPM Assignment 

Summary 
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要約 

本 TPM（第三者モニタリング）報告書は、イエメン共和国マアリブ県のミニンおよびアル＝ラバワ両キャンプで

アクセプト・インターナショナル（ACCEPT）により実施された 2 つの人道支援プロジェクト、「特に脆弱な国内

避難民世帯に対する条件付き現金給付を通じた生活改善支援」および「⾧期避難民の脆弱世帯に対する

多分野にわたる生活改善支援」のモニタリングから得られた調査結果、確認事項、および提言をまとめたもので

ある。この TPM は、⾧期にわたる紛争により生活困窮に陥っていた国内避難民および避難民を受け入れたホ

ストコミュニティに対し実施した現金給付と生活改善のための啓発活動といった両コンポーネントの実施を、妥

当性、効率性、有効性、持続可能性、およびインパクトの観点から評価するとともに、裨益者の認識を確認

し、事業実施運営側による対応が適切であったかを評価・検証することを目的としている。本 TPM は、現地

訪問、直接観察、および聞き取り調査を通じて、事業の達成状況と改善すべき課題を洗い出すと同時に、将

来のプログラム策定に資する知見の提供を目指し、業務委託契約を受けたコンサルタント会社 MEAL 

Center（MC）が JPF 事務局とともに実施した。 

 

 

1. インタビュー回答者の概要 

当モニタリングプロセスにおいては、モニタリング対象として、多様な裨益者グループに加え、事業対象地のスタッ

フ、地域住民、行政ユニットの代表者等の情報提供者が含まれている。これら主要な情報提供者は、プロジェ

クトの計画、実施、および成果達成の過程において事業に関与した人々の中から選定され、プロジェクトの実

施、裨益者選定基準、およびプロジェクト全体についての満足度等について確認を行った。モニタリング調査に

は 119 名の裨益者（女性 87 名、男性 32 名）が参加した。男女の参加者人数の不均衡は、初期のセ

ッションがすべて母親と子供の健康に関するものであり、対象者が女性のみであったためである。他方、聞き取

り調査を行った両キャンプのプロジェクトサイトスタッフと行政ユニットの代表者全員は、全員男性という結果にな

った。バランスをとるため、女性のコミュニティ委員会のメンバーを探した。 

 

 

2.生活改善啓発セッション・ワークショップ 

ミニンおよびアル＝ラバワ両キャンプにおける生活改善啓発セッションおよびワークショップ開催のためのロジスティ

クス・事前準備については、選定会場の適切性、資料の配布の有無および質、研修手法において、いくつかの
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課題が見受けられた。これら指摘に対し、事業実施団体 ACCEPT は、紛争下において資源に限りがある

中、当モニタリング活動を通じて出された提言、助言等への対応を通じ、ワークショップや研修内容を段階的に

改善した。さらに現地ニーズを踏まえ、各キャンプでワークショップ・セッションを当初計画よりも 1 回ずつ追加して

対応した。 

ワークショップ・セッションは、地域の学校の教室、キャンプ地内テント、モスクなど、さまざまな場所を会場として

利用し開催された。プロジェクトサイトで利用できる施設が限られていたため、その多くは収容人数や、理想的

な学習環境の観点において、必ずしも十分に設備が整った会場とは言えなかった。その背景には、元々の現

地インフラが未発達であった上、武力紛争によって多くが破壊され、再建が進んでいない状況があった。また当

初、研修を補完する視覚補助具等の使用がワークショップ会場間において一貫性がなく、例えば識字能力の

劣る参加者にとって受講内容の理解が不十分なことなどの事例も見受けられた。講師によっては、フリップチャ

ート等効果的なツールを使用した例も確認できた一方、全体として配布資料等が不足する傾向にあり、参加

者のかかわりや知識の定着に制約が生じた。こうした点は、リアルタイムモニタリング中の MC により指摘され、

実施団体はプロジェクト終了までに都度改善を図って対応した。その他、研修講師らは一般的にきちんとした

身なりで、時間厳守、コミュニケーションも明確であったことが確認できたが、教授法においてはやや改善の余地

が見られた。セッション中の参加者間のやり取りは適度にあり、時間管理等も適切であったものの研修講師から

のフィードバックの仕方については、改善の余地があった。とりわけ障害を持つ参加者にとってはより配慮が必要

とされた。少なくとも 1 名の参加者からは、近視のため、説明中に使用された小さな絵が見えなかったとの指摘

があった。また、会場の清潔感とアクセシビリティにおいては、例えばトイレは衛生管理が十分ではなかったなど、

両キャンプにおいて改善を求める声があった。 

これら指摘については、特に 4 回目の現地モニタリング訪問までに徐々に改善が図られた。研修講師は、視覚

資料を取り入れ始め、より参加者間の情報・意見交換を奨励するようになり、研修への参加者の関与が著し

く増加した。さらに実施団体では、初期のフィードバックに呼応して、より適した会場に変更したり、研修手法を

参加者のレベルに合わせるなどの工夫や調整も行った。一方で、母子保健改善のための啓発セッションでは、

その内容がプロジェクトのもう一つの目標である生活改善とどうつながるのか、わかりにくいといった声もあった。小

規模ビジネスの起業などといったトピックは、実施期間の後半に扱われたが、初期の段階で取り上げられていれ

ば、プロジェクトの実施期間中に参加者が事業で習得した知識等を活用し、生活改善により⾧い時間取り組

むことができたはずとの声も多くあった。この意見に対し、実施団体からは、まずは地域の需要に応じた栄養、

衛生、健康改善といった不可欠なニーズに対応する生活改善セッションが必要であったため、そのように計画し

たとの説明があった。家計の管理改善、食料を確保するための負の対処法を回避する方法、小規模ビジネス

の起業など、より生計に関連するトピックを扱うセッションを踏まえて、特に最後のセッションは参加者間の経験

共有等情報・意見交換が非常に活発であったとの報告を受けた。実際に、一部の裨益者が貯蓄を始め、小

さな商店を開いたり、ヤギを飼育したりするなど、自分自身のビジネスを開始したことも報告された。ワークショッ
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プ・セッション全体を通して、社会的規範は尊重され、男女別のセッションを通じて包摂性の文化が育まれたこ

とが確認された。将来のプログラムにおいては、インパクトを最大化するために、より戦略的なデザイン・計画、包

摂的なファシリテーション、およびプロジェクト目標達成に結びつけるより強力なシナリオ作りが期待される。 

 

3. ワークショップおよび啓発セッションに対する認識 

ワークショップおよび啓発セッション内容は、受益者から概ね好評であった。ほとんどの参加者は、これらのセッショ

ンの計画自体には関与していなかったとのことであったが、研修内容は明確で、日常生活でのニーズに適したも

のであると評価された。より具体的なトピック内容として、授乳や衛生管理等母子保健に関する内容から、家

計管理、小規模ビジネスの起業に関することまで、広範な領域を複数回に分けてカバーした。フリップチャート、

ビデオ、その他小道具など研修理解を深めるための視覚補助教材の活用は、効果的であった。一方でモニタリ

ング担当者からは、家計管理と起業に関する経済的な内容についてのセッションがプロジェクトの後半に導入さ

れたことに対し、参加者からのフィードバックではもっと早い段階で始めてほしかったとの声が多く聞かれ、ギャップ

が生じていたとの報告があった。そのため、裨益者からは、初期のセッションでは財務計画に関する実践的なア

ドバイスが不足していたとの評価があったものの、後半のセッションで対応されたことから、全体としての満足度は

徐々に向上した。このように事業途中で事業の後半に向け改善を図れたことは、本リアルタイムモニタリングの

成果の一つであったと評価する。 

将来のセッションに関しては、裨益者からの提案で、負傷時の応急処置や個人の衛生管理能力を高める内

容を増やすことや、生計改善のための包括的な計画策定プロセスを確保することへの要望などが含まれてい

た。全体として、ワークショップについてはコミュニティの高い評価が得られたと同時に、将来を見据えた改善のた

めの提案も示された。効率性と有効性については、プロジェクトの終盤に軽微なスケジューリング調整に際する

コミュニケーションの齟齬が生じ、セッションが過密になることがあったものの、概ね満足度の高い評価となった。

快適な研修会場を用意するなどハード面での困難さは存在したものの、金融リテラシーの向上や、より健康的

なライフスタイルの選択、および持続可能な対処メカニズムの学びといった国内避難民およびホストコミュニティに

とって有意義な貢献がなされたと評価できる。劣悪な生活環境や限られた物的・人的資源などといった内戦下

のイエメンにおける課題により、完全なる行動変容の達成はできなかったが、裨益者らは概ね学んだことを実生

活での適用に強い意欲を示した。またアンケート回答者全員が、継続的な支援、現金給付の増額、および収

入創出に向けたより実践的なトレーニングを、⾧期的且つ持続可能なインパクトをもたらすためには不可欠で

あると述べた。 
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4. 現金給付 

現金給付活動は概ね好評で、プロジェクトの過程を通じて裨益者の生活状況改善が見られた。裨益者から

の初期のフィードバックでは、ロジスティクス面での課題と支援の適切性に対する不満が指摘された一方、最終

訪問時には、裨益者からは配布のタイミング、場所、および生活改善セミナーとの関連性においてより満足度

が高まったとの報告があった。当初聞かれた不満要素として、一部の裨益者から、給付額が日々の生活におい

てすべての不可欠なニーズをカバーするに足る額ではないとの主張も聞かれた。しかしながら、給付額は現地の

クラスター基準に則った額であったと同時に、当該事業による食料調達を目的とした現金給付で食料安全保

障への影響が改善されたことは明らかであった。実際、ACCEPT による支援事業前後では、基本的な食料要

件を満たすことができないと回答した世帯数は、95%から 40%に大幅に減少したことが報告されている。モニ

タリングチーム(MEAL Center)はまた、この現金給付と栄養改善等に関する啓発活動を組み合わせた当該

2 事業の取り組みにより、より健康的な食料を選択する人が増えるなど、支出行動に前向きな変化が促され

たことを確認した。それでも現金給付額と給付の頻度に関する懸念は、モニタリング期間を通じて国内避難民

及びホストコミュニティの間で根強く残っていたことも事実である。これは、同国における⾧引く戦争と、それに伴

う慢性的な経済停滞、および公共サービスの絶対的不足に起因するもので、⾧期的な人道危機の一例と言

えよう。 

一方で持続性の観点からは、当該 2 事業を通じて直接的な食料へのアクセスと経済的ストレスの軽減に明

確な進展が見られたものの、配布支援の成果の持続性は限定的であったと言える。しかしながら、当モニタリン

グチームからの聞き取り調査によると、裨益者の中には、限られた給付額から貯蓄に回したり、収入を生み出

す活動に投資したりした人もいたことが確認された。また、事業を通じて裨益者への敬意ある扱いの一貫性を

確保したことと、現金給付におけるロジスティクスに関するコミュニケーションの確実性については、この２つのプロ

ジェクトの注目すべき強みと言えよう。この２つのプロジェクト実施を通じ、支援の目的に関してより明確なメッセ

ージが裨益者らに伝えられたと同時に、ヘルスケアや生計支援などの相互補完的なサービスを統合して実施す

ることで恩恵が広がることが証明された。こうした ACCEPT 支援事業の付加価値は、支援対象世帯の⾧期

的なレジリエンス（対応力、回復力）を高め、援助への依存体質から、より持続可能な自助努力への移行

に少なからず寄与したと評価できる。 

 

5. 結論 

ミニンおよびアル＝ラバワ両キャンプにおける「特に脆弱な国内避難民世帯に対する条件付き現金給付を通じ

た生活改善支援」および「⾧期避難民の脆弱世帯に対する多分野にわたる生活改善支援」プロジェクトの

TPM（第三者モニタリング）を通じ、プラスの成果と継続的な課題が混在していることが浮き彫りになった。そ
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の中で、イエメンにおける激しい紛争の最前線近くで困難な生活を送っている人々に対し、当該 2 事業が確

実に前向きかつ有意義な影響をもたらした。生活改善啓発セッションは、体系的に構成され、参加者に対し

敬意を払いながら、意欲を引き出すトレーナーによって実施され、包摂的な学習機会を提供した。これらセッシ

ョンは、参加者の健康、栄養、金融リテラシーを大幅に改善し、聞き取り調査を受けた参加者の 80%が、内

容を実践的かつ有意義であったと評価した。また、衛生習慣の改善、タンパク質摂取量の増加、家計管理と

いった裨益者の肯定的な行動変容も報告された。その一方で、粗末な会場施設、慢性的な経済的困難、

限られた起業資金といった障壁が、知識の持続可能な生計手段へと転換することを妨げた。さらに、銀行送

金の遅延（ACCEPT によると、イエメン国内の政治情勢悪化によるもの）に起因する現金給付の遅延と、

提供された金額への不満が（クラスター基準額にも関わらず）、介入の全体的な有効性にやや悪影響を与

えてしまったことは否めない。しかしながらこうした課題は、JPF（ジャパン・プラットフォーム）の緊急人道支援ス

キームのキャパシティを超えるものである。 

上述のような諸々の課題に直面したにもかかわらず、プロジェクトは限られた期間で注目に値する成果を達成

した。モニタリング訪問の最終段階までに、裨益者の 65%が支出習慣においてより栄養価の高い食料への支

出へとシフトさせ、またごく一部（10%）ではあるが収入を生み出す活動への投資を始めた例も確認された。

外部支援への過度な依存に加え、インフレと生計手段の不足により悪化するイエメンの生活環境下において、

事業成果の⾧期的な持続可能性について懸念を残すものの、裨益者らは、援助団体による介入後の退行

を防ぎ、より⾧期的な自立を促すために、現金給付額の増加と、さらに寄り添った生計支援の必要性を強調

した。 

 

6. TPM 請負業者（Meal Center/MC）からの提言 

この TPM 活動は、現金給付および生活改善啓発活動の有効性と持続可能性を向上させることを目的と

し、運営上、戦略上、および制度上のいくつかの提言を提示した。短期的には、事業実施パートナー

（ACCEPT）に対しては、教材を標準化し、セッション前の会場アセスメント、セッション時間の延⾧、コミュニ

ティベースのトレーナーの活用により、啓発セッションの一貫性と質を高めることを提言する。また事前/事後評

価の導入は、学習成果のより有効な測定に繋がると言える。現金給付コンポーネントにおいては、現地の現金

クラスターを構成するさまざまなパートナーが、給付遅延を防ぐための緊急資金を設立し、広報を通じて対象者

の選定基準を明確にするとともに、ホットラインや提案箱を通じてフィードバックシステムを強化すべきである。脆

弱性のマッピングと、現金と現物支援を組み合わせることも、裨益者の多様なニーズをより良く満たすために推

奨する。 

戦略レベルでは、現金給付支援を生計プログラムに統合し、試験的に実施すること、およびコミュニティビジネス
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インキュベーターを設立することを提言する。適応戦略的には、インフレに合わせた現金給付額の調整や、フィ

ードバックとトレーニングのためのデジタルツールへの投資、およびプログラム調整を目的としたリアルタイムモニタリ

ングを実施することが含まれる。制度上の提言は、ドナーと政策立案者に対し、国内避難民の国家的なセーフ

ティネットへの包摂を支援し、金融包摂を促進し、現地の市場システムと気候変動に強い生計手段に投資す

ることが必要である。さらに、人道支援コミュニティは、包摂的で効果的なプログラムを確保するために、現地の

リーダーシップを強化し、機関間の対象選定基準を調和させ、説明責任の枠組みを構築することを奨励する。 


